
原発マネーの累計総額は２兆 5000 億円 

自治体に流れた「原発マネー」総額（判明分） 

 原発と関連施設の立地自治体には、

さまざまな「原発マネー」が流れ込

む。自治体が原発から得る財源の大

半は、電源３法交付金（財源は電源

開発促進税）と発電施設の固定資産

税だ。 

 

※ 電源３法交付金総額は経済産業省資源エネルギー庁編「電源開発の概要 ２０１０」より集計。 

電力会社からの寄付には都道府県への寄付も含む  （以上毎日新聞調べ） 

 

原発は「麻薬」？。原発に依存する町 
図は資源エネルギー庁の「電源立地制度の概要・新たな交付金制度」（平成 15 年度）

だ。建設期間 10 年間で約 391 億円が交付され、運転開始からの 10 年間で固定資産税

を含めて、約 502 億円が市町村の収入となる。 

表は 2009 年度の原発のある市町村の決算のその内訳だ。原発依存がもっとも高いの

は新潟県の刈羽村の 73％。佐賀県の玄海町は、交付金が約 15 億円、九州電力からの固

定資産税が 30 億円を合わせると 45 億円。人口約 6700 人の小さな町に原発があるだけ

で、一人当たり 67 万円だ。財政規模が増えた行政は公共施設の建設など湯水のごとく

税金を使う。しかし、運転開始からしだいに税収は減少し、建設された施設の維持費

にも税金が必要となり 10 年後には財政がひっ迫。新たな原発を誘致しようとする。  

 

 

項    目 金    額 

電源３法交付金総額 ９１５２億８３００万円 

道県の核燃料税 ６７４９億６８２０万円 

原発に伴う市町村税 ８９２０億１２９９万円 

電力会社からの寄付 ５３０億３８１４万円 

合    計 ２兆５３５３億 ２３３万円 


